
【シナリオ分析の国内外開⽰事例 国内 セクター別まとめ (1/2)】
シナリオ分析の中でも特に業種によって開⽰内容が異なる3ステップについて、実践の更
なる参考となり得る28社の国内開⽰事例、15社の海外開⽰事例（計43社）を紹介

セクター 企業名

STEP3. 
シナリオ群の定義

STEP4.
事業インパクト評価

STEP5. 
対応策の定義

⾦融

SOMPOホールディングス株式会社 ● ●

第一生命ホールディングス株式会社 ●

農林中央⾦庫 ● ● ●

株式会社みずほフィナンシャルグループ ● ● ●

エネルギー
J-POWER（電源開発株式会社） ● ●

中国電⼒株式会社 ● ●

運輸
株式会社商船三井 ● ● ●

東日本旅客鉄道株式会社 ●

素材・建築物

KHネオケム株式会社 ●

JFEホールディングス株式会社 ●

⼾⽥建設株式会社 ● ● ●

株式会社LIXIL ● ●

農業・⾷糧・
林業製品

⻲⽥製菓株式会社 ● ●

キリンホールディングス株式会社 ●

不⼆製油グループ本社株式会社 ● ●

第一段階
第二段階
第三段階

第一段階
第二段階
第三段階

第一段階
第二段階
第三段階

対応状況の把握
今後の対応策の検討
具体的アクションの検討

財務項目を把握
算定式の検討、試算
成⾏とのギャップ把握

シナリオの選択
将来情報の入手
世界観の整理

有報

有報
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4. シナリオ分析 開⽰事例（国内外）
4-1 国内開⽰事例
4-2 海外開⽰事例

第4章 シナリオ分析 開⽰事例（国内外）
最新の調査結果をもとに、シナリオ分析に関する国内外の開⽰事例を提供する



【シナリオ分析の国内外開⽰事例 海外 セクター別まとめ】

セクター 企業名

STEP3. 
シナリオ群の定義

STEP4.
事業インパクト評価

STEP5. 
対応策の定義

エネルギー

NRG Energy Inc（アメリカ） ● ●

Shell plc（イギリス） ●

Woodside Energy Limited（オーストラリア） ● ●

運輸

Canadian National Railway（カナダ） ●

FirstGroup plc（イギリス） ● ●

Ford Motor Company（アメリカ） ●

素材・建築物

The Dow Chemical Company（アメリカ） ●

Freeport-McMoRan Inc（アメリカ） ● ●

Newmont Corporation（アメリカ） ● ●

農業・⾷糧・
林業製品

J Sainsbury Plc（イギリス） ●

Mondi Group（イギリス） ●

電機・機械・通信
Eaton Corporation plc（アメリカ） ● ●

Schneider Electric SE（フランス） ●

一般消費財・製薬
Burberry Group PLC（イギリス） ●

Unilever plc（イギリス） ● ●

第一段階
第二段階
第三段階

第一段階
第二段階
第三段階

第一段階
第二段階
第三段階

対応状況の把握
今後の対応策の検討

具体的アクションの検討

財務項目を把握
算定式の検討、試算
成⾏とのギャップ把握

シナリオの選択
将来情報の入手
世界観の整理
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【シナリオ分析の国内外開⽰事例 国内 セクター別まとめ (2/2)】

セクター 企業名

STEP3. 
シナリオ群の定義

STEP4.
事業インパクト評価

STEP5. 
対応策の定義

商社・小売

J.フロントリテイリング株式会社 ● ●

株式会社三越伊勢丹ホールディングス ●

三菱商事株式会社 ●

電機・機械・通信

株式会社NTTデータ ● ●

株式会社荏原製作所 ● ●

セイコーエプソン株式会社 ● ●

日本電気株式会社（NEC） ● ●

パナソニック ホールディングス株式会社 ● ●

一般消費財・製薬
または⾷品

株式会社資生堂 ● ●

積水化学工業株式会社 ● ● ●

ニチレイグループ ● ●

サービス
（その他）

株式会社メンバーズ ●

株式会社リクルートホールディングス ●

第一段階
第二段階
第三段階

第一段階
第二段階
第三段階

第一段階
第二段階
第三段階

対応状況の把握
今後の対応策の検討
具体的アクションの検討

財務項目を把握
算定式の検討、試算
成⾏とのギャップ把握

シナリオの選択
将来情報の入手
世界観の整理

有報

有報

有報

有報
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【有価証券報告書上の開⽰事例︓SOMPOホールディングス株式会社（⾦融、2/2）】
レジリエンス向上に向けて資産ポートフォリオの⾒直しや気候リスクコンサルティングサービ
スの開発・提供等に取り組んでいる

43 5

 シナリオ分析を基に、レジリエンス向上のための取り組
みを記載
• 資産運⽤ポートフォリオの⾒直し
⇒2025年までに2019年度⽐資産運⽤ポートフォリオの
GHG排出量を25%削減

• 保険引受対象の⾒直し
• 気候リスクコンサルティングサービスの開発・提供
• 自社の削減低減目標とロードマップに沿った対応
⇒2040年までに2017年度⽐80%削減

出所︓SOMPOホールディングス株式会社「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)4-6

【有価証券報告書上の開⽰事例︓SOMPOホールディングス株式会社（⾦融、1/2）】
「政策リスク」と「技術機会」による現在の資産運⽤ポートフォリオへの影響を定量的に開
⽰

出所︓SOMPOホールディングス株式会社「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)

43 5

 リスク・機会の保有資産（国内株式、国内社
債、外国株式、外国社債）への影響をシナリオ
ごとに開⽰

各リスク・機会の影響度の算出⽅法を記載
• 政策リスク︓温暖化ガス削減目標を達成するために必要と

なる費用を、Scope1, 2, 3と段階ごとに算出した数値
• 技術機会︓低炭素経済への移⾏を背景に、企業が保有

する環境調達技術が生み出す事業機会のポテンシャルを
算出した数値

• 移⾏リスクと機会︓政策リスクと技術機会を合算した数値
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【国内開⽰事例︓第一⽣命ホールディングス株式会社（⾦融、2/2）】
CVaRを⽤いて政策リスクと機会、物理的リスクの分析を実施し、各シナリオにおける影
響を「影響額／対象資産額」で定量的に⽰す。その他温暖化係数を⽤いた分析も実施

出所︓第一生命ホールディングス株式会社「統合報告書」 index_001.pdf (dai-ichi-life-hd.com)

 CVaR（Climate Value-at-Risk、気候バリューアットリスク）⼿法を⽤いて政策リスクと機会、物理的リスクを分析
 保有資産に対する各シナリオにおける影響を「影響額／対象資産総額」で⽰しており、分析の結果移⾏リスクの影響は⼩

さく、物理的リスクは3°Cシナリオにおいて大きいことが分かった
 その他、対象企業のGHG排出量がどの程度の温暖化をもたらす⽔準なのかを評価する温暖化係数を⽤いた分析も実施

43 5
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【国内開⽰事例︓第一⽣命ホールディングス株式会社（⾦融、1/2）】
⽣命保険事業における事業インパクトを定量的に開⽰。
試算根拠として、過去実績や外部文献についても記載

出所︓第一生命ホールディングス株式会社「統合報告書」 index_001.pdf (dai-ichi-life-hd.com)

 事業インパクト評価では、試算根拠や試算結果を明記している

試算根拠 試算結果

43 5
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【国内開⽰事例︓農林中央⾦庫（⾦融、2/5）】
移⾏リスク・物理的リスクについて、シナリオ別に分析結果を定量的に開⽰しており、
分析ステップについても詳細に記載

43 5

出所︓農林中央⾦庫 「サステナビリティ報告書2022」 all.pdf (nochubank.or.jp)

 セクター別に分析結果を定量的に記載
 移⾏リスクによる与信ポートフォリオへの影響は限定的
であると記載

 物理的リスクによる与信ポートフォリオへの影響は限定
的であると記載

分析ステップについて詳細に記載
• STEP1: 業種の絞り込み
• STEP2: 重要拠点の特定
• STEP3: 被害額の特定
• STEP4: 担保への影響を計算
• STEP5: 与信関連費用の計算

分析ステップについて詳細に記載
• STEP1: 業種の絞り込み
• STEP2: 重要拠点の特定
• STEP3: 被害額の特定
• STEP4: 担保への影響を計算
• STEP5: 与信関連費用の計算
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【国内開⽰事例︓農林中央⾦庫（⾦融、1/5）】
分析対象別に複数の外部シナリオを参照し、4つの独自シナリオを設定

出所︓農林中央⾦庫 「サステナビリティ報告書2022」 all.pdf (nochubank.or.jp)

 「2°C」と「4°C 」、「Dynamic」と「Static」の2軸でシナリオを独自に分けており、4象限で図⽰化
 分析対象別に参照した外部シナリオも明記されている

43 5

温度帯別・新規設
備投資へのアプロー
チ別に、4パターンの
独自シナリオを設定

温度帯別・新規設
備投資へのアプロー
チ別に、4パターンの
独自シナリオを設定

4-9



【国内開⽰事例︓農林中央⾦庫（⾦融、4/5）】
移⾏リスクでは、対象セクターの拡大や、1.5°Cシナリオの追加分析を通じてシナリオ分
析の⾼度化に取り組む。気候変動リスクを踏まえ、投融資に関する将来⾒込みを公表
 移⾏リスクによる影響や2050年のカーボンニュートラルを想定し、対象セクターの拡大、1.5°Cシナリオを活⽤した分析な
ど、シナリオ分析の⾼度化を進めている

43 5

【⽯炭⽕⼒発電プロジェクトファイナンスの残⾼に関する⽅針】
”当⾦庫では、「投融資における環境・社会への配慮にかかる取組
方針」に基づき、新規の⽯炭⽕⼒発電所への投融資は、災害等
非常事態に対応する場合を除き、原則として⾏いません。⽯炭⽕
⼒発電向けプロジェクトファイナンスについては、2040年を目処
に残⾼ゼロを目指します。“

【⽯炭⽕⼒発電プロジェクトファイナンスの残⾼に関する⽅針】
”当⾦庫では、「投融資における環境・社会への配慮にかかる取組
方針」に基づき、新規の⽯炭⽕⼒発電所への投融資は、災害等
非常事態に対応する場合を除き、原則として⾏いません。⽯炭⽕
⼒発電向けプロジェクトファイナンスについては、2040年を目処
に残⾼ゼロを目指します。“

出所︓農林中央⾦庫 「サステナビリティ報告書2022」 all.pdf (nochubank.or.jp)4-12

【国内開⽰事例︓農林中央⾦庫（⾦融、3/5）】
物理的リスクによる影響として、農業セクターにおける稲作・⽣乳・⾁⽜の⽣産者の収⼊
への影響を、気温上昇への対策を講じた場合と講じなかった場合に分け、定量的に分析
 事業継続に影響があると考えられる、農業セクターに対する慢性リスクのシナリオ分析を実施。分析⼿法が未確⽴、データ
が不⼗分、モデルの複雑性はあるものの、⽣産者の収⼊への影響を定量的に分析

出所︓農林中央⾦庫 「サステナビリティ報告書2022」 all.pdf (nochubank.or.jp)4-11
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【国内開⽰事例︓株式会社みずほフィナンシャルグループ（⾦融、1/3）】
セクター・シナリオごとに世界観を定量的に記載

出所︓みずほフィナンシャルグループ「TCFDレポート2022」 tcfd_report_browsing_2022.pdf (mizuho-fg.co.jp)

 参照した外部シナリオを明記し、分析対象事業別に各シナリオでの世界観を定量的・定性的に記載

NGFSシナリオを参照し、各シナリオの概要を記載NGFSシナリオを参照し、各シナリオの概要を記載 対象事業別に、各シナリオ下の世界観を定量的・定性的に記載対象事業別に、各シナリオ下の世界観を定量的・定性的に記載

43 5
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【国内開⽰事例︓農林中央⾦庫（⾦融、5/5）】
機会拡大に向けた対応策として、2030年中⻑期目標でサステナブル・ファイナンスの新規実⾏額
10兆円を掲げ、気候変動を含む環境や社会への対応と事業戦略との統合を進める

出所︓農林中央⾦庫 「サステナビリティ報告書2022」 all.pdf (nochubank.or.jp)

 気候変動によるポートフォリオの座礁資産化や風⽔害等、農林⽔産業への影響を踏まえたうえで、ビジネス機会獲得によ
る収益確保を前提に、環境・社会の観点で農林⽔産業の発展につながる投融資の計画について記載している

4-13
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【国内開⽰事例︓株式会社みずほフィナンシャルグループ（⾦融、3/3）】
エンゲージメントおよび顧客セグメントに応じたソリューション提供により、気候変動へのレ
ジリエンスを⾼めていくことを⽰す

出所︓みずほフィナンシャルグループ「TCFDレポート2022」 tcfd_report_browsing_2022.pdf (mizuho-fg.co.jp)

 エンゲージメント・ソリューション提供により、取引先と〈みずほ〉双⽅のレジリエンスを⾼めていくと明記

【TCFDレポート（P.53）より】
”〈みずほ〉はエンゲージメントおよび⾦融・非⾦融のソリューション提供によって、取引先の脱炭素化への取り組みや移⾏リスクへの対応が進展するよう⽀援し、
取引先と〈みずほ〉双方の気候変動へのレジリエンスを高めていきます“

【TCFDレポート（P.53）より】
”〈みずほ〉はエンゲージメントおよび⾦融・非⾦融のソリューション提供によって、取引先の脱炭素化への取り組みや移⾏リスクへの対応が進展するよう⽀援し、
取引先と〈みずほ〉双方の気候変動へのレジリエンスを高めていきます“

43 5
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【国内開⽰事例︓株式会社みずほフィナンシャルグループ（⾦融、2/3）】
事業インパクト評価では、シナリオ別に与信コストを定量的に分析。
財務への影響は限定的であると記載することでレジリエンスを⽰す

出所︓みずほフィナンシャルグループ「TCFDレポート2022」 tcfd_report_browsing_2022.pdf (mizuho-fg.co.jp)

 リスクによる財務的影響を定量的に記載、与信コストの試算結果をシナリオ別に⽰す
 財務への影響は限定的と記載することで、企業がリスクに対してレジリエントであることも明記されている

43 5
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【国内開⽰事例︓J-POWER（エネルギー、2/2）】
2030年のシナリオ分析では、メインシナリオ・リスクシナリオそれぞれにおいて、⽕⼒や再エ
ネ事業への財務的影響を定量的に算出

 リスクシナリオでは、カーボンプライシング導⼊によるコスト増
等による影響を2,600億円相当と試算

 各シナリオで想定される世界観に基づき、前提条件を掲載
• 算定において、NZEシナリオに準拠した世界を想定
• カーボンプライシング（先進国）︓130$/tCO2

（IEA WEO2021の中で想定されている2030年時点での価格
の中で最高値を採用）

• 電⼒料⾦︓0〜10円/kWh増

 リスクシナリオでは、カーボンプライシング導⼊によるコスト増
等による影響を2,600億円相当と試算

 各シナリオで想定される世界観に基づき、前提条件を掲載
• 算定において、NZEシナリオに準拠した世界を想定
• カーボンプライシング（先進国）︓130$/tCO2

（IEA WEO2021の中で想定されている2030年時点での価格
の中で最高値を採用）

• 電⼒料⾦︓0〜10円/kWh増

 2030年のメインシナリオ・リスクシナリオにおいて、⽕⼒や再エネ事業への財務的影響を試算

J-POWERグループ「J-POWERグループ 統合報告書 2022」(https://www.jpower.co.jp/ir/pdf/rep2022/22.pdf)

3 4 5

 メインシナリオにおける⽕⼒への影響については、
販売量減少による約100億円の減益を試算

 メインシナリオにおける⽕⼒への影響については、
販売量減少による約100億円の減益を試算
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【国内開⽰事例︓J-POWER（エネルギー、1/2）】
2030年、2050年の複数年度でシナリオ分析を実施。2030年は⽇本政府のNDC（国別削減
目標）と概ね整合するシナリオ、2050年は1.5℃シナリオをメインシナリオに設定

 特にグループにとって影響が大きいと考えられる、再⽣
可能エネルギーと⽕⼒発電に関する前提条件を変化さ
せた場合のシナリオを独自に設定し、分析に使⽤

J-POWERグループ 「J-POWERグループ 統合報告書 2022」 (https://www.jpower.co.jp/ir/pdf/rep2022/22.pdf)

 2050年のシナリオ分析では、APSシナリオをメインシナ
リオに選択し、APSシナリオにおける⽇本の2050年の
電源構成を参照

3 4 5

再⽣可能エネルギー拡大加速シナリオ⽔素導⼊拡大シナリオ

4-17



【国内開⽰事例︓株式会社商船三井（運輸、1/4）】
自社のビジネスモデルに沿い、複数のシナリオにおける世界観を定量的に開⽰。
定量情報は、事業インパクトの試算にも活⽤されている

出所︓株式会社商船三井 HP TCFD提言に基づく開⽰ TCFD提言に基づく開⽰ | サステナビリティ | 商船三井 (mol.co.jp)

自社のビジネスモデルに沿い、各シナリオ下での世界観を定量的・定性的に記載
定量的な世界観は、事業インパクト評価の試算においてパラメーターとして使⽤

43 5
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【国内開⽰事例︓中国電⼒株式会社（エネルギー）】
気候変動リスク・機会の財務影響について定量的に評価し、
1.5°C／4°Cシナリオのいずれにおいても事業がレジリエンスを確保していると記載

出所︓中国電⼒株式会社「統合報告書 2022」 tougou_02.pdf (energia.co.jp)

 各リスク・機会による財務的影響について定量的に記載  いずれのシナリオにも対応可能であるとして、事業のレジ
リエンスを強調

43 5
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【国内開⽰事例︓株式会社商船三井（運輸、3/4）】
気候変動リスクに対応すべく、今後3年間の投資⽅針を変更し、
既に意思決定済の環境投資に加えて新たな投資計画を公表

出所︓株式会社商船三井 HP TCFD提言に基づく開⽰ TCFD提言に基づく開⽰ | サステナビリティ | 商船三井 (mol.co.jp)

シナリオ分析の結果を踏まえ、気候変動対策として投資⽅針を大幅に変更
2022-2024年で新たに3,600億円の環境投資を決定、投資の内訳も記載

環境投資として新たに3,600
億円の投資方針を公表
環境投資として新たに3,600
億円の投資方針を公表

43 5
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【国内開⽰事例︓株式会社商船三井（運輸、2/4）】
複数シナリオ（1.5°C / 2°C以下 / 2.6°C）を設定し、
2050年時点での事業インパクトをシナリオ別・要因別に定量的かつナラティブに開⽰

出所︓株式会社商船三井 HP TCFD提言に基づく開⽰ TCFD提言に基づく開⽰ | サステナビリティ | 商船三井 (mol.co.jp)

事業インパクト評価では、事業へ影響を与えると考えられる要素として、①荷動き変化、②燃料費、③炭素税、④代替燃
料船の導⼊、⑤新規事業機会に着目し、シナリオ別に定量インパクトをウォーターフォールチャートを⽤いて図⽰化

コスト増加のリスク、リスク軽減策によるコスト軽減、売上機会等を基に、
2050年の利益⽔準がレジリエントであると、定量的かつナラティブに記載
• 炭素税が大きな損益悪化要因となる（▲2,700億円）
• 次世代燃料船導入により炭素税の課税を大幅に軽減（＋2,400億円）
• クリーンエネルギー事業領域の新規事業機会拡大（＋300億円）
• 炭素税によるコスト増加分の価格転嫁の取り組み（＋1,100億円）
• 効率運航、その他の新規事業といった形で適切な対応策を講じる

コスト増加のリスク、リスク軽減策によるコスト軽減、売上機会等を基に、
2050年の利益⽔準がレジリエントであると、定量的かつナラティブに記載
• 炭素税が大きな損益悪化要因となる（▲2,700億円）
• 次世代燃料船導入により炭素税の課税を大幅に軽減（＋2,400億円）
• クリーンエネルギー事業領域の新規事業機会拡大（＋300億円）
• 炭素税によるコスト増加分の価格転嫁の取り組み（＋1,100億円）
• 効率運航、その他の新規事業といった形で適切な対応策を講じる

43 5
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【国内開⽰事例︓東⽇本旅客鉄道株式会社（運輸、1/2）】
輸送サービス事業における財務インパクトについて、社会経済シナリオ（SSP）の人口・
GDP等のデータを基に試算。計算根拠も明⽰し、定量的に評価・開⽰

出所︓JR東日本グループレポート2022 JR東日本グループレポート 2022 (jreast.co.jp)

輸送サービス事業を対象に、社会経済シナリオ（SSP）を⽤いてシナリオ分析を実施
旅客収⼊への影響について定量的に分析結果を開⽰

3 4 5
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【国内開⽰事例︓株式会社商船三井（運輸、4/4）】
具体的なGHG排出量削減に向けた5つの戦略やトランジションのパスについても図⽰化

出所︓株式会社商船三井 HP TCFD提言に基づく開⽰ TCFD提言に基づく開⽰ | サステナビリティ | 商船三井 (mol.co.jp)

投資目標と併せて、2050年のネットゼロ実現に向けたトランジションプランについても図⽰化

4-23
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【国内開⽰事例︓KHネオケム株式会社（素材・建築物）】
事業インパクト評価では、カーボンプライシングの導⼊を想定し、
2030年の炭素価格を参照して定量的な分析を⾏う

出所︓KHネオケム株式会社 「統合報告書」 khneochem_report_2022.pdf

脱炭素社会における財務負担として、一部のリスク・機会項目による事業インパクトを定量的に評価
2030年時点の炭素価格を基に財務影響の試算結果を開⽰

4-26

3 4 5

【国内開⽰事例︓東⽇本旅客鉄道株式会社（運輸、2/2）】
河川氾濫による財務影響について、影響が想定される路線情報や国から公表されている
浸⽔想定区域図等の外部情報を⽤いて定量的に試算、試算結果をシナリオ別に開⽰
評価対象として選定した河川について、計画規模降⾬による氾濫が発⽣した場合に想定される財務影響を定量的に評価
試算⽅法については、主要路線の資産額や、罹災に伴う計画運休、復旧に要する期間に応じた旅客収⼊の逸失、駅や線
路などの鉄道資産の復旧費⽤に基づくと記載している

出所︓JR東日本グループレポート2022 JR東日本グループレポート 2022 (jreast.co.jp)4-25
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【国内開⽰事例︓⼾⽥建設株式会社（素材・建築物、1/3）】
定性的に世界観を⽰しつつ、シナリオ分析で使⽤した主要パラメータについても開⽰

出所︓⼾⽥建設 「コーポレートレポート2022」toda_corporate_report2022.pdf

2°C未満（1.5°C ）シナリオと4°Cシナリオの定性的な世界観とシナリオ分析で使⽤したパラメータを開⽰

43 5
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【国内開⽰事例︓JFEホールディングス株式会社（素材・建築物）】
気候変動の影響を大きく受ける可能性のある事業であるため、2022年度は1.5°Cシナ
リオにも対象を広げることで、シナリオ分析の⾼度化に取り組む

出所︓JFE HP（TCFD推奨シナリオ分析 | JFEホールディングス株式会社 (jfe-holdings.co.jp)）、GROUP REPORT 2022（統合報告書） JFE GROUP REPORT 2022 (jfe-holdings.co.jp)

FOCUS 重要な要因① 鉄鋼プロセスの脱炭素化
• 1.5℃シナリオを勘案し、超革新技術の導入による巨

額な研究開発・設備投資費に耐えうる財務基盤を
維持し、脱炭素への取り組みを進めるため、トランジ
ションボンドやGXリーグ基本構想への賛同等、政府
⽀援や社会との連携を進める

FOCUS 重要な要因① 鉄鋼プロセスの脱炭素化
• 1.5℃シナリオを勘案し、超革新技術の導入による巨

額な研究開発・設備投資費に耐えうる財務基盤を
維持し、脱炭素への取り組みを進めるため、トランジ
ションボンドやGXリーグ基本構想への賛同等、政府
⽀援や社会との連携を進める

 国際エネルギー機関のシナリオをベースとし、主要排出国に共通でカーボンプライスが導⼊されることを前提として分析
 ⻑期的なシナリオ分析については、鉄鋼製造における2°Cシナリオの達成とともに、1.5°Cシナリオ（IPCC1.5°C特別報
告書）への超革新技術の必要性を鑑みてリスク評価を実施

1.5℃シナリオ下において、2050年
カーボンニュートラルの実現に向けた研
究開発や、実装化のスピードアップが
必要になるとの分析結果が追加された

1.5℃シナリオ下において、2050年
カーボンニュートラルの実現に向けた研
究開発や、実装化のスピードアップが
必要になるとの分析結果が追加された

低CO2鋼材の需要増に関す
る評価結果が追加された
低CO2鋼材の需要増に関す
る評価結果が追加された

43 5

4-27



【国内開⽰事例︓⼾⽥建設株式会社（素材・建築物、3/3）】
戦略・財務計画に気候変動のリスク・機会を反映。今年度は2050年カーボンニュートラ
ルに向けたロードマップを策定・開⽰しており、昨年度からの更新が⾒られる

リスク・機会への対応策として2050年カーボンニュートラ
ルに向けたロードマップを策定、今年度新たに開⽰
下記3つのフェーズでロードマップが構成されている

• 既存技術の最大限の導入と新技術の試⾏
• 低炭素技術・脱炭素エネルギー普及・導入拡大
• 2050年カーボンニュートラル達成

リスク・機会への対応策として2050年カーボンニュートラ
ルに向けたロードマップを策定、今年度新たに開⽰
下記3つのフェーズでロードマップが構成されている

• 既存技術の最大限の導入と新技術の試⾏
• 低炭素技術・脱炭素エネルギー普及・導入拡大
• 2050年カーボンニュートラル達成

43 5

出所︓⼾⽥建設 「コーポレートレポート2022」toda_corporate_report2022.pdf4-30

【国内開⽰事例︓⼾⽥建設株式会社（素材・建築物、2/3）】
ウォーターフォールで営業利益への影響を図⽰化しており、毎年シナリオ分析の結果を⾒
直している

2030年の2°C未満、4°Cシナリオの各リスク・機会の営業利益への影響をウォーターフォール形式で開⽰
毎年シナリオ分析の結果を⾒直しつつ、戦略とも統合している

43 5

出所︓⼾⽥建設 「コーポレートレポート2022」toda_corporate_report2022.pdf4-29



【国内開⽰事例︓株式会社LIXIL（素材・建築物、2/2）】
分析結果を戦略に反映することで、レジリエンスを明⽰

出所:株式会社LIXIL 「TCFD 提言に基づく情報開⽰」(LIXIL_TCFD_report_JPN_rev)

シナリオ分析を通じて特定されたリスクと機会への対応策を環境戦略に反映させている

3 4 5

（対応戦略の一部を抜粋）

気候リスク・機会に関する自社の取組と、
今後の戦略・事業戦略について記載

気候リスク・機会に関する自社の取組と、
今後の戦略・事業戦略について記載

4-32

【国内開⽰事例︓株式会社LIXIL（素材・建築物、1/2）】
重要なリスク・機会への影響額の定量的な算定結果と算定根拠を記載

出所:株式会社LIXIL 「TCFD 提言に基づく情報開⽰」(LIXIL_TCFD_report_JPN_rev)

2030年の財務影響として、操業コストへの影響、自社⼯場被災への影響、省エネ商品・サービス需要へのインパク
トを一部定量的に算出

3 4 5

11

22

33

11

22

33

IEA、WRI (Aqueduct Floods)、
日本政府の情報等、算定根拠を
明⽰

IEA、WRI (Aqueduct Floods)、
日本政府の情報等、算定根拠を
明⽰
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【国内開⽰事例︓キリンホールディングス株式会社（農業・⾷糧・林業製品）】
自社の事業特性を踏まえ、想定されるリスク・機会による財務影響を定性的、一部定量
的に試算し、結果を開⽰

出所:キリングループ「環境報告書 2022」 (https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/environmental2022.pdf)

 自社の戦略・ビジネスモデル・サプライチェーンの特徴を踏まえた2030年・2050年時点での重要なリスク・機会を想定
し、財務影響を定性的・一部定量的に試算している

（リスク・機会項目よりカーボンプライシングによるコストインパクトについて一部抜粋）

3 4 5
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出所︓⻲⽥製菓株式会社 「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)

【有価証券報告書上の開⽰事例︓⻲⽥製菓株式会社（農業・⾷糧・林業製品）】
シナリオ群の定義の中で、参照した外部の複数の科学的根拠や世界観について記載。
事業インパクト評価では、物理的リスクによる被害額について開⽰

• 複数シナリオについて、外部の科学的根拠を
参照し、世界観についても記載あり

• 複数シナリオについて、外部の科学的根拠を
参照し、世界観についても記載あり

• 4°Cシナリオにおける「⽣産⼯場に対する物理
的被害の拡大」について定量インパクトを開⽰

• 被害額内訳については記載がある一方、
算定根拠は記載なし

• 4°Cシナリオにおける「⽣産⼯場に対する物理
的被害の拡大」について定量インパクトを開⽰

• 被害額内訳については記載がある一方、
算定根拠は記載なし

43 5

4-33



【国内開⽰事例︓J.フロントリテイリング株式会社（商社・⼩売）】
リスク・機会の財務影響について、定量的・定性的に一覧化しており、いずれのシナリオに
おいてもレジリエンスを強化するために、分析結果を⻑期的な事業戦略に反映
 2030年時点での重要なリスク・機会を想定し、1.5°C
／2°C未満シナリオ、4°Cシナリオの2種類のシナリオにお
ける財務影響を定性的・一部定量的に試算し、リスク・機
会項目ごとに対応策を記載

 事業インパクトに関する定性的評価では、財務影響の度
合いをシナリオ別に3段階の矢印で表現

出所:J.フロントリテイリング株式会社 (TCFD提言に沿った情報開⽰｜Ｊ．フロント リテイリング株式会社 (j-front-retailing.com))

 レジリエンス強化のために、シナリオ分析の結果を⻑期
的な事業戦略に反映させている

• 2050年度ネットゼロの実現に向けて、3つの温度帯シナリオ下においても、
中⻑期視点から⾼い戦略レジリエンスを強化していく必要性から、2050
年度ネットゼロ実現に向けた移⾏計画を策定

• 2030年度・2050年度の削減目標達成に向けて、省エネ・再エネの拡大、
サーキュラーエコノミーの推進、創エネルギーシステムの導⼊、新技術の
活⽤などを計画している

• 2050年度ネットゼロの実現に向けて、3つの温度帯シナリオ下においても、
中⻑期視点から⾼い戦略レジリエンスを強化していく必要性から、2050
年度ネットゼロ実現に向けた移⾏計画を策定

• 2030年度・2050年度の削減目標達成に向けて、省エネ・再エネの拡大、
サーキュラーエコノミーの推進、創エネルギーシステムの導⼊、新技術の
活⽤などを計画している

3 4 5
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【国内開⽰事例︓不二製油グループ本社株式会社（農業・⾷糧・林業製品）】
事業インパクト評価では、発現時期・影響期間を含め定量的に評価し、
影響度を⾦額規模に応じて「⼩・中・大」で分類。対応策についても⽅向性を記載

出所︓不⼆製油グループ本社株式会社 HP リスクマネジメントシステム
リスクマネジメントシステム｜ガバナンス｜サステナビリティ｜不⼆製油グループ本社株式会社 (fujioilholdings.com)

 事業インパクトの試算結果を、発現時
期・影響期間・影響度に分けて記載
影響の度合いを定量的に⽰すだけでなく、
発現時期・影響期間を⽰している

 リスクによる影響度を3つに分類し、定量
的に評価
小︓影響度20億円未満
中︓影響度20億円以上〜100億円未満
大︓影響度100億円以上

 リスクへの対応策についても⽅針を詳述

43 5
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【国内開⽰事例︓三菱商事株式会社（商社・⼩売）】
移⾏リスク・機会の事業環境認識を7段階で評価し、事業環境認識を踏まえた⽅針・取
り組みを具体的に開⽰。事業戦略にも織り込む

53 4

 移⾏リスクについて気候変動の影響が大きい8つのモニタリング対象事業について、ポートフォリオの最適化を図るべく、各
営業グループによる事業戦略策定時に、1.5℃シナリオを低・脱炭素シナリオとして考慮の上、各事業での移⾏リスク・機
会分析の結果を戦略に織り込んでいる

出所:三菱商事気候変動 | 環境 | サステナビリティ・CSR | 三菱商事 (disclosure.site)4-38

【有価証券報告書上の開⽰事例︓株式会社三越伊勢丹ホールディングス（商社・⼩売）】
各シナリオにおける自社への影響について、政府・⾏政、サプライヤー、消費者との関係性
を⽤いて世界観を詳述

出所︓株式会社三越伊勢丹ホールディングス 「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)

43 5

 外部シナリオを基に、2℃未満／4℃の世界における外部環境の変化について、政府・⾏政、サプライヤー、
消費者と自社との関係性を⽤いて整理
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【国内開⽰事例︓株式会社NTTデータ（電機・機械・通信、2/2）】
対応策の定義では、事業的・財務的影響を踏まえ、対策費⽤と投資の考え⽅について
定量的・定性的に記載されている

対応策の定義では、具体的な対策だけでなく、投資
⾦額や投資の考え⽅も含めて定量的に記載

（一部抜粋）
対応策の推進体制や、既に取り組んでいる対策の具
体的な内容、対策にかかる2022-2025年までの投
資の累計額についても定性的に詳述し、定量情報を
補⾜

3 4 5

出所:株式会社NTTデータ 「サステナビリティレポート 2022」
(https://www.nttdata.com/jp/ja/-
/media/nttdatajapan/files/sustainability/report/library/2022/sr2022db_all_jp.pdf)4-40

【国内開⽰事例︓株式会社NTTデータ（電機・機械・通信、1/2）】
事業インパクト評価では、事業的・財務的影響について定量的・定性的に記載されており、
算定根拠も開⽰されている

出所:株式会社NTTデータ 「サステナビリティレポート 2022」
(https://www.nttdata.com/jp/ja/-
/media/nttdatajapan/files/sustainability/report/library/2022/sr2022db_all_jp.pdf)

事業インパクト評価では、財務上の影響だけでなく、
財務的影響の算定根拠も含めて定量的に記載

各リスク・機会における事業的・財務的影響に
ついて定性的に詳述し、定量情報を補⾜

（一部抜粋）

43 5
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【国内開⽰事例︓株式会社荏原製作所（電機・機械・通信、2/2）】
シナリオ分析の結果に対するレジリエンスを明⽰し、事業戦略と統合されている

事業インパクト評価の結果を基に、リスク・機会に対する2050年までの対応策の検討結果を記載

出所:株式会社 荏原製作所（TCFD提言による情報開⽰ | 荏原製作所 (ebara.co.jp))

【レジリエンスの明⽰】（一部抜粋）
• 市場の進化による従来のオイル＆ガス関連製品の売上高減少による減益

は、以下の施策を講じることにより、減益を⼗分にカバーできるとともに、数
百億円規模の増益が期待できると考えています。

【事業戦略との統合】（一部抜粋）
• 従来の顧客の事業分野がオイル＆ガス市場から次世代エネルギー市場へと

進化し、新たな顧客の獲得も期待できると予想しています。CCUS/CCS
や⽔素・アンモニア発電技術の進展に応える製品、⽔素の製造や貯蔵技
術、地熱や太陽熱発電向けの製品、⽔素液化プラントや⽔素供給パイ
プライン向けのコンプレッサなどの事業戦略に反映させています。

【レジリエンスの明⽰】（一部抜粋）
• 市場の進化による従来のオイル＆ガス関連製品の売上高減少による減益

は、以下の施策を講じることにより、減益を⼗分にカバーできるとともに、数
百億円規模の増益が期待できると考えています。

【事業戦略との統合】（一部抜粋）
• 従来の顧客の事業分野がオイル＆ガス市場から次世代エネルギー市場へと

進化し、新たな顧客の獲得も期待できると予想しています。CCUS/CCS
や⽔素・アンモニア発電技術の進展に応える製品、⽔素の製造や貯蔵技
術、地熱や太陽熱発電向けの製品、⽔素液化プラントや⽔素供給パイ
プライン向けのコンプレッサなどの事業戦略に反映させています。

3 54

4-42

【国内開⽰事例︓株式会社荏原製作所（電機・機械・通信、1/2）】
IEA等の科学的シナリオを参照し、設定した複数シナリオの世界観を詳述

出所:株式会社 荏原製作所（TCFD提言による情報開⽰ | 荏原製作所 (ebara.co.jp))

 IEA WEO、IPCCを参照し、2つのシナリオ群を設定
オイル&ガス市場・半導体製造市場向け事業で想定され

るリスクについて、パラメータを⽤いて定量的に分析

世界観を定性的に記載する際、自社のビジネスモデルに
基づき「政策」「顧客」「調達」に関するシナリオを独自に分
類し、物語的に詳述している

1.5°C︓NZE, RCP1.9、4°C︓STEPS, RCP6.0 を参照

3 54
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【国内開⽰事例︓⽇本電気株式会社（NEC）（電機・機械・通信、1/2）】
複数の外部シナリオを参照し、独自にシナリオを4象限に分けて設定。
各シナリオの概要等についても物語的に記載

出所︓日本電気株式会社（NEC） 「サステナビリティレポート」 2022_report.pdf (nec.com)

 「1.5°C」と「4°C 」、「強制」と「自発」の2軸でシナリオを独自に分けており、4象限で図⽰化
 世界観をナラティブに記載し、参照した外部シナリオも明記されている

（シナリオの概要に関する表より一部抜粋）

・
・

・

43 5
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【有価証券報告書上の開⽰事例︓セイコーエプソン株式会社（電機・機械・通信）】
将来的な投資額やCAGRを財務影響として定量的に記載しており、レジリエンス強化に
向けた取り組みを開⽰

出所︓セイコーエプソン株式会社「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)

43 5

• 1.5℃シナリオで定量的な財務影響を、リスク対策にかかる
投⼊額やCAGRへの影響として開⽰

• レジリエンス強化のため、ビジネスモデルの転換、環境戦略
定例会の推進等を進めている
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【国内開⽰事例︓パナソニック ホールディングス株式会社（電機・機械・通信、1/2）】
IEAのNZEを基にした1.5℃シナリオを含む、計4シナリオを定義。
1.5℃の世界観では、ZEV⽐率向上やCO2フリー燃料拡大等の自社への影響を検討

1.5°Cを含む4つのシナリオを定義し、各シナリオの
2030年の世界観を独自に設定している

• 脱炭素循環型社会
• 低炭素大量消費社会
• 化⽯依存循環型社会
• エントロピー増大社会

各シナリオの世界観について、産業への影響と顧客
価値の変化を記載

1.5°C

4°C

（左記表より一部抜粋）

CEへの転換が進む

再エネの普及

AA

BB

CC

DD

3 54

出所:パナソニック ホールディングス株式会社
(シナリオ分析による戦略のレジリエンス - 環境ガバナンス - サステナビリティ - パナソニック ホールディングス (holdings.panasonic))4-46

【国内開⽰事例︓⽇本電気株式会社（NEC）（電機・機械・通信、2/2）】
4種類のシナリオで想定されるリスク・機会のうち、特に大きなリスクとして
カーボンプライシングによる2030年時点でのコスト増を定量的に評価

出所︓日本電気株式会社 （NEC）「サステナビリティレポート」 2022_report.pdf (nec.com)

カーボンプライシングによるリスクがもたらす事業へのインパクトを定量的に試算、開⽰している
特に影響が大きなリスク・機会については、中期経営計画にも反映していると記載されている

• 「2030年のSBT達成時のScope1,2排出量（約21万t）」×「炭素価格（$100/tCO2）」=23億円相当のコス
ト増を想定

• サプライチェーンの上流・下流におけるコスト増についても、事業に財務的な影響を及ぼすと認識している

• 「2030年のSBT達成時のScope1,2排出量（約21万t）」×「炭素価格（$100/tCO2）」=23億円相当のコス
ト増を想定

• サプライチェーンの上流・下流におけるコスト増についても、事業に財務的な影響を及ぼすと認識している

 （参考）エネルギー効率化と低炭素設備導⼊のため、インターナルカーボンプライシングも導⼊

43 5
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【国内開⽰事例︓資⽣堂（一般消費財・製薬）】
算定⽅法を明⽰しながら定量的に分析結果を開⽰。
分析結果からレジリエンスを⽰し、戦略との統合を⾏っている

定量的な財務影響の分析にあたり、算定⽅法を明⽰
下記の原材料コストの増加のリスクについては、今後事
業への影響が大きいと懸念される素材作物についても、
定量的な財務影響の分析を進めると記載

対応策として、自社活動、原料調達、⽔資源、商品開発
それぞれについて移⾏計画を策定

資生堂「気候関連財務情報開示レポート 2022」(risks_report.pdf (shiseido.com))

商品開発の移⾏計画の例︓
• 2025年までにすべてのプラスチック製化粧品容器をリユー
ス可能またはリサイクル可能または⽣分解可能なサステナブ
ルパッケージに切り替える

• 容器のリサイクル適正を高め、投入資源を節約し、循環利用
を促す

商品開発の移⾏計画の例︓
• 2025年までにすべてのプラスチック製化粧品容器をリユー
ス可能またはリサイクル可能または⽣分解可能なサステナブ
ルパッケージに切り替える

• 容器のリサイクル適正を高め、投入資源を節約し、循環利用
を促す

（降⾬や気象の変化による原材料コストの増加のリスクについて一部抜粋）

3 4 5
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【国内開⽰事例︓パナソニック ホールディングス株式会社（電機・機械・通信、2/2）】
グループ内の7つの事業会社にて気候変動戦略を策定し、施策の一部を開⽰。
4シナリオのいずれにも対応可能であるとし、事業のレジリエンスを⽰す

出所:パナソニック ホールディングス株式会社
(シナリオ分析による戦略のレジリエンス - 環境ガバナンス - サステナビリティ - パナソニック ホールディングス (holdings.panasonic))

43 5

各シナリオ分析の結果を基に、7事業会社の気候変動戦略を策定

4つのどのシナリオにおいてもレジリエンスが検証されたと記載
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【国内開⽰事例︓積⽔化学⼯業株式会社（一般消費財・製薬、2/3）】
製品のライフサイクルにおける企業価値イメージとして、事業への財務インパクトを開⽰

53 4

 製品のライフサイクルにおける財務影響を分析

出所:積水化学工業株式会社「積水化学グループの気候変動課題に対する対応（2022）
〜ＴＣＦＤの提言に基づく情報開⽰〜」(https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/pdf/TCFD_Report2022_J.pdf)4-50

【国内開⽰事例︓積⽔化学⼯業株式会社（一般消費財・製薬、1/3）】
4つの軸を設定し、他の環境課題を踏まえたうえで、独自の世界観を設定している

 国連のIPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第5次・第6次評価報告書を参考に、独自の世界観を設定
 1.5°C／4°Cシナリオを基に、「気候変動の緩和が進む/進まない」という軸と、「社会システムが地⽅に分散する/大都市
に集中する」という軸の2軸を独自に設定

 さらに、他の環境課題が気候変動課題と相互に及ぼし合う影響も考慮して、4つの気候変動シナリオを想定

出所:積水化学工業株式会社「積水化学グループの気候変動課題に対する対応（2022）
〜ＴＣＦＤの提言に基づく情報開⽰〜」(https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/pdf/TCFD_Report2022_J.pdf)

3 4 5
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【国内開⽰事例︓ニチレイグループ（一般消費財・⾷品、1/2）】
2022年度はコメとチキンの調達に関するシナリオ分析を⾏っており、2020年度、2021
年度に引き続き、シナリオ分析の⾼度化に向けた取り組みが⾒られる
 2019年よりシナリオ分析を実施。2020年度は、事業別・重要度の⾼いシナリオ別にリスク・機会を特定し、事業インパクト
評価では、グループCO2排出量削減目標の達成と、成り⾏きのCO2排出量（ベースライン）での炭素税負担を⽐較

 2021年度は、複数事業に共通するリスクとして「異常気象による⽔リスク」を選定し、気候変動シナリオを策定
 2022年度は、コメ・チキンの調達に対して気候変動が及ぼすリスクと機会を検討しており、シナリオ分析の⾼度化が⾒られる

出所︓ニチレイグループ 統合レポート 2022 ngir2022_all_a3.pdf (nichirei.co.jp)

2020年度は炭素税の影響評価を実施2020年度は炭素税の影響評価を実施

2021年度は⽔リスクの影響評価を実施2021年度は⽔リスクの影響評価を実施

2022年度は、コメ・チキンの調達に対して気候変動が及ぼすリスクと機会を
検討し、気候シナリオごとの将来の収量予測を解析（詳細は次頁）

2022年度は、コメ・チキンの調達に対して気候変動が及ぼすリスクと機会を
検討し、気候シナリオごとの将来の収量予測を解析（詳細は次頁）

43 5
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【国内開⽰事例︓積⽔化学⼯業株式会社（一般消費財・製薬、3/3）】
シナリオ分析の結果を踏まえた対応策が、⻑期的な事業・財務計画を通じ、
事業戦略と統合されている
 (1)炭素効率（環境性）の推移、(2)炭素効率と経済性の相関性、(3)インパクト加重会計⼿法を⽤いたステークホル
ダー包括利益について分析した結果、気候変動課題に対する戦略が妥当であることを確認し、事業のレジリエンスを明⽰

各シナリオにおける戦略の妥当性の検証・⾒直しを実施し、経営計画に反映

3 4 5

出所:積水化学工業株式会社「積水化学グループの気候変動課題に対する対応（2022）
〜ＴＣＦＤの提言に基づく情報開⽰〜」(https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/pdf/TCFD_Report2022_J.pdf)

左記(1)〜(3)について、複数のグラフを用いて戦略の妥当性を説明
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出所︓株式会社メンバーズ 「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)

【有価証券報告書上の開⽰事例︓株式会社メンバーズ（サービス（その他））】
財務影響度を4段階に分けて分析・開⽰しており、特に影響度が甚大と分析された電⼒
の環境価値証書の調達コスト増加については、計算根拠を記載

• 移⾏リスクのうち、「環境価値証書価格」
について定量インパクトを開⽰

• 注記にて算定根拠の記載あり
「1t-CO2あたりのJクレ価格（2030年予測）
×調達量（事業拡大による増加分も加味」

• 移⾏リスクのうち、「環境価値証書価格」
について定量インパクトを開⽰

• 注記にて算定根拠の記載あり
「1t-CO2あたりのJクレ価格（2030年予測）
×調達量（事業拡大による増加分も加味」

• 上記以外の気候変動リスク・機会区分
についても、財務影響度を「⼩〜中〜大
〜甚大」に分けて記載。
⾦額の規模感も記載あり

• 上記以外の気候変動リスク・機会区分
についても、財務影響度を「⼩〜中〜大
〜甚大」に分けて記載。
⾦額の規模感も記載あり

（※リスク項目を一部抜粋して掲載）

43 5
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【国内開⽰事例︓ニチレイグループ（一般消費財・⾷品、2/2）】
複数年度にわたる収量の解析を通じて財務的影響を定量的に把握することで、原材料に
関わるGHG削減のための戦略と移⾏シナリオにおけるレジリエンスの確保が⽰されている
 IPCCのRCPシナリオ（2.6、4.5、6.0、8.5）を⽤いて、コメ・チキンの主要調達先について2090年までシミュレーション
を⾏い、 複数年度について将来の収量予測を定量的に解析

 家畜飼料の開発や、⾼温耐性・多収性のコメの育種などにより、原材料に関わるGHG削減を達成することで、移⾏シナリ
オにおける優位性を確保するとの記載から、レジリエンスについても⽰される

出所︓ニチレイグループ 統合レポート 2022 ngir2022_all_a3.pdf (nichirei.co.jp)

「気候変動の緩和策が強化された場合（移⾏シナリ
オ）においては、GHG排出に対する規制強化により
原材料調達コストが増加する可能性があります。
一方、（中略）農畜産業分野における脱炭素施策
が⽰されており、推進が期待されています。サプライヤー
とともにこうした施策に取り組み、原材料に関わる
GHG削減を達成することで、移⾏シナリオにおいても
優位性を確保できると考えられます。

「気候変動の緩和策が強化された場合（移⾏シナリ
オ）においては、GHG排出に対する規制強化により
原材料調達コストが増加する可能性があります。
一方、（中略）農畜産業分野における脱炭素施策
が⽰されており、推進が期待されています。サプライヤー
とともにこうした施策に取り組み、原材料に関わる
GHG削減を達成することで、移⾏シナリオにおいても
優位性を確保できると考えられます。
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4. シナリオ分析 開⽰事例（国内外）
4-1 国内開⽰事例
4-2 海外開⽰事例

第4章 シナリオ分析 開⽰事例（国内外）
最新の調査結果をもとに、シナリオ分析に関する国内外の開⽰事例を提供する

4-56

出所︓株式会社リクルートホールディングス 「有価証券報告書」 EDINET (edinet-fsa.go.jp)

【有価証券報告書上の開⽰事例︓株式会社リクルートホールディングス（サービス）】
1.5°C／4°Cシナリオを参照（SSP1-1.9、SSP5-8.5）し、⾦額根拠の確度が⽐較的
⾼い炭素税課税リスクに関して定量インパクトを開⽰

• 移⾏リスクのうち、「炭素税課税の導⼊及びそ
の価格⾼騰」について定量インパクトを開⽰

• 注記にて算定根拠の記載あり
「Scope1,2のGHG排出量（2020年3月期実績）
×炭素税（$300/tCO2）」

• 移⾏リスクのうち、「炭素税課税の導⼊及びそ
の価格⾼騰」について定量インパクトを開⽰

• 注記にて算定根拠の記載あり
「Scope1,2のGHG排出量（2020年3月期実績）
×炭素税（$300/tCO2）」

（定量インパクト開示）

（計算根拠開示）

43 5

4-55



【海外開⽰事例: NRG Energy Inc.（アメリカ、エネルギー、2/2）】
2050年のネットゼロ目標の達成に向けて、4つのトランジションプランを策定

2050年ネットゼロ目標に向けて、複数のトランジション⼿段を採⽤
• 既存事業の脱炭素化
• 低排出ガス事業への多角化
• 選択された高排出資産からの投資の引き揚げ
• 新技術・イノベーションの展開

各トランジション⼿段の詳細を記載している
• 例︓選択された高排出資産からの投資の引き揚げの具体策

 ⾼排出なアセットは売却しており、2014年から2020年までに
NRGは27,510MWの化⽯発電の純容量を売却した

出所︓NRG Energy Inc. “2020 TCFD Report“（https://www.nrg.com/assets/documents/sustainability/2020-TCFD.pdf ）
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【優良開⽰事例: NRG Energy Inc.（アメリカ、エネルギー、1/2）】
IEAのSDSシナリオや、米国エネルギー情報局が提供するシナリオを基に
シナリオ分析を実施。世界観も定量的に⽰し、計算⽅法も補⾜

2050年までの電⼒販売の燃料ミックスの変化を⽰
しており、計算についても詳細に記載
• 計算式︓

NRG売電量 = NRG小売販売量 + その他市場販売量
• データソース︓
 2014、2019、2020年︓NRG実績
 2025年︓NRG 2020予算
 2026年から2050年︓NRGと米国EIAのシナリオデータ

出所︓NRG Energy Inc. “2020 TCFD Report“（https://www.nrg.com/assets/documents/sustainability/2020-TCFD.pdf ）
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【海外開⽰事例: Woodside Energy Limited（オーストラリア、エネルギー）】
ポートフォリオの財務的レジリエンスをテストするため、年間平均フリーキャッシュフロー
に与える潜在的影響を試算し、低炭素に資する投資計画の目標についても発表

出所︓Woodside Energy Limited, “2021 Climate Report”（https://www.woodside.com/docs/default-source/investor-documents/major-reports-(static-pdfs)/2021-climate-report/climate-report-2021.pdf?sfvrsn=7ae837b1_5 ）

 IEAの4つのシナリオ（STEPS, SDS, APS, NZEシナ
リオ）を⽤いて、財務的インパクトを試算。

シナリオ分析の結果、事業インパクト（FCFに与える影
響）は少ない旨を記載し、レジリエンスを⽰す

• 2020年代後半から年間平均フリーキャッシュフロー（FCF）の発生が
増加

• その後、新規の⽯油・ガス投資がないと仮定した場合、ポートフォリオの
古い資産の自然減退により減少すると分析

• 2020年代後半から年間平均フリーキャッシュフロー（FCF）の発生が
増加

• その後、新規の⽯油・ガス投資がないと仮定した場合、ポートフォリオの
古い資産の自然減退により減少すると分析

⽔素のような新しいエネルギー製品を含む、既存のポート
フォリオを補完するプロジェクトに投資することで、さらなる
価値を実現することができるとして、レジリエンスを説明

新エネルギー製品と低炭素サービスの開発ポートフォリオの一環と
して、2030年までに50億米ドルの投資目標を発表している
• H2 Perth（世界規模の水素・アンモニア製造施設）
• H2OK（建設予定の液体水素製造施設)
• H2TAS（水kl素・アンモニア製造施設)

新エネルギー製品と低炭素サービスの開発ポートフォリオの一環と
して、2030年までに50億米ドルの投資目標を発表している
• H2 Perth（世界規模の水素・アンモニア製造施設）
• H2OK（建設予定の液体水素製造施設)
• H2TAS（水kl素・アンモニア製造施設)
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【海外開⽰事例: Shell plc.（イギリス、エネルギー）】
外部の気候変動シナリオに基づく⽯油・ガス価格の⾒通しが検討されており、
気候変動が財務諸表に与える影響評価を実施、開⽰している

出所︓Shell “Annual Report and Accounts 2021”（ https://reports.shell.com/annual-report/2021/_assets/downloads/shell-annual-report-2021.pdf , 
https://reports.shell.com/annual-report/2021/consolidated-financial-statements/notes/climate-change-and-energy-transition.html ）

 気候変動とエネルギー転換が財務諸表に与える影響評価は、財務の回復⼒をテストする感度分析として実施されている
 感度分析の基礎として、⽯油・ガス価格が財務諸表を⽀える重要な前提条件の一つであることから、外部の気候変動シナ

リオに基づく⽯油・ガス価格の⾒通しが検討されている

⽯油・ガス価格について、シナリオ別に想定（下記では⽯油価格のみ記載）
• IHS Markit/ACCS 2021︓⽯油価格は2039年に20ドル/barrelに向かっ

て徐々に低下し、2046年に46ドル/bに回復し、2050年に40ドル/barrelに
向かって再び低下する

• Woodmac WM AET 2°C︓⽯油価格は 2050年に10ドル/barrelに向
かって徐々に低下する

• IEA NZE50︓⽯油価格は徐々に低下し、2050年には25ドル/barrelとなる
• IEA SDS︓⽯油価格は2030年に56ドル/barrelに向けて徐々に上昇し、

2050年には50ドル/barrelまで徐々に低下する

⽯油・ガス価格について、シナリオ別に想定（下記では⽯油価格のみ記載）
• IHS Markit/ACCS 2021︓⽯油価格は2039年に20ドル/barrelに向かっ

て徐々に低下し、2046年に46ドル/bに回復し、2050年に40ドル/barrelに
向かって再び低下する

• Woodmac WM AET 2°C︓⽯油価格は 2050年に10ドル/barrelに向
かって徐々に低下する

• IEA NZE50︓⽯油価格は徐々に低下し、2050年には25ドル/barrelとなる
• IEA SDS︓⽯油価格は2030年に56ドル/barrelに向けて徐々に上昇し、

2050年には50ドル/barrelまで徐々に低下する

外部の様々な気候シナリオを考慮し、 2021年12月31⽇時点のガス統合
資産の650億ドル、上流資産の890億ドルに対する影響を評価
• IHS Markit/ACCS 2021、Woodmac WM AET 2°C、IEA NZE50、

IEA SDSの4つのシナリオが⾒通す価格の平均価格を採用
 回収可能価額はそれぞれ130-160億ドル、140-170億ドルとなり、

2021年12月31日時点の帳簿価額を下回ると評価された
• IEAのNZEシナリオを採用
 回収可能価額はそれぞれ100-120億ドル及び50-60億ドルとなり、

2021年12月31日時点の帳簿価額を下回ると評価された
• シェルの中期的な価格⾒通しに対して、全期間の平均値として、-10％または

＋10％の感応度を考慮すると、
 -10%を適用すると、回収可能価額はそれぞれ80億ドル〜100億ドル、

40億ドル〜50億ドルとなり、2021年12月31日時点の帳簿価額を上回
る

 +10％を適用すると、回収可能価額はそれぞれ30-50億ドル及び30-40
億ドルとなり、2021年12月31日時点の帳簿価額を上回る

外部の様々な気候シナリオを考慮し、 2021年12月31⽇時点のガス統合
資産の650億ドル、上流資産の890億ドルに対する影響を評価
• IHS Markit/ACCS 2021、Woodmac WM AET 2°C、IEA NZE50、

IEA SDSの4つのシナリオが⾒通す価格の平均価格を採用
 回収可能価額はそれぞれ130-160億ドル、140-170億ドルとなり、

2021年12月31日時点の帳簿価額を下回ると評価された
• IEAのNZEシナリオを採用
 回収可能価額はそれぞれ100-120億ドル及び50-60億ドルとなり、

2021年12月31日時点の帳簿価額を下回ると評価された
• シェルの中期的な価格⾒通しに対して、全期間の平均値として、-10％または

＋10％の感応度を考慮すると、
 -10%を適用すると、回収可能価額はそれぞれ80億ドル〜100億ドル、

40億ドル〜50億ドルとなり、2021年12月31日時点の帳簿価額を上回
る

 +10％を適用すると、回収可能価額はそれぞれ30-50億ドル及び30-40
億ドルとなり、2021年12月31日時点の帳簿価額を上回る
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【海外開⽰事例: FirstGroup plc（イギリス、運輸）】
1.5℃を含む独自シナリオを設定し、世界観を定性・定量的に記載
事業インパクト評価では、「低」「中」「⾼」に分けリスク項目ごとに影響を評価

出所︓FirstGroup plc “Annual Report and Accounts 2022”（https://www.firstgroupplc.com/~/media/Files/F/Firstgroup-Plc/reports-and-presentations/reports/firstgroup-annual-report-2022.pdf ）

 IEA SDS, NZEシナリオを基に、外部の技術動向や規
制の度合いに応じて、4つの独自シナリオを設定

 各シナリオに対して評価された、5年間の累積での移⾏
リスクと機会からの潜在的な財務的影響について記載

気候変動関連リスクに関する
モデル化作業を実施。

その際、1.5℃〜4℃の温度帯で
5つのシナリオを検討

気候変動関連リスクに関する
モデル化作業を実施。

その際、1.5℃〜4℃の温度帯で
5つのシナリオを検討

1111 2222 3333

4444 5555

1111 3333 5555

本統合報告書では、1.5℃/2.5℃/4℃について記載
（2つの最も極端なシナリオと 「既定の政策」 シナリオ)
• 4℃(政策なし) ︓既存の政策でさえも部分的または完全に

廃止されている。極端な気象現象から大規模な移住に至る
まで、壊滅的な物理的影響がもたらされる

• 2.5℃(規定政策) ︓中道モデル。世界的には、政策は現
在と比較的同じ、今後追加的な措置が導入される可能性
がある。しかし、低炭素技術の普及は遅く、その結果、気温
が上昇し、異常気象の頻度が高くなる。

• 1.5℃ (パリの野望) ︓全世界の国々が協⼒して、炭素排
出量実質ゼロへの即時移⾏によって地球の気温上昇を可
能な限り抑えることを確実にすると仮定。世界の輸送は依然
として主に化⽯燃料で⾏われており、1.5°C経路は輸送部
門に大きな影響を与えると予測

本統合報告書では、1.5℃/2.5℃/4℃について記載
（2つの最も極端なシナリオと 「既定の政策」 シナリオ)
• 4℃(政策なし) ︓既存の政策でさえも部分的または完全に

廃止されている。極端な気象現象から大規模な移住に至る
まで、壊滅的な物理的影響がもたらされる

• 2.5℃(規定政策) ︓中道モデル。世界的には、政策は現
在と比較的同じ、今後追加的な措置が導入される可能性
がある。しかし、低炭素技術の普及は遅く、その結果、気温
が上昇し、異常気象の頻度が高くなる。

• 1.5℃ (パリの野望) ︓全世界の国々が協⼒して、炭素排
出量実質ゼロへの即時移⾏によって地球の気温上昇を可
能な限り抑えることを確実にすると仮定。世界の輸送は依然
として主に化⽯燃料で⾏われており、1.5°C経路は輸送部
門に大きな影響を与えると予測
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【海外開⽰事例: Canadian National Railway（カナダ、運輸）】
自社の戦略・ビジネスモデルを踏まえたリスクと機会を網羅的に開⽰
主要な全てのリスクと機会について、定量的に事業インパクト評価を実施している

出所︓ Canadian National Railway “2020 TCFD Report”（https://www.cn.ca/-/media/Files/Delivering-Responsibly/CN-2020-TCFD-Report-en.pdf?la=en ）

 4つのリスク、4つの市場機会についてリスク重要度評価が⾏われ、事業への潜在的な影響や、リスク管理／機会実現のた
めに必要な推定コストについて定量的に開⽰する。ただし、具体的な計算プロセスについては明確な記載なし

【低炭素財・サービスへの需要拡大による収益増加の機会】
• トラックの代わりに鉄道で貨物を輸送すると、GHG排出量を

最大で75％削減することが可能であり、陸上での貨物輸送
において最も環境に優しい方法として鉄道を位置づけることで、
当社の複合輸送および自動⾞輸送の分野で収益を拡大す
る機会を提供できる可能性がある

【低炭素財・サービスへの需要拡大による収益増加の機会】
• トラックの代わりに鉄道で貨物を輸送すると、GHG排出量を

最大で75％削減することが可能であり、陸上での貨物輸送
において最も環境に優しい方法として鉄道を位置づけることで、
当社の複合輸送および自動⾞輸送の分野で収益を拡大す
る機会を提供できる可能性がある

【新興市場へのアクセスによる収益増加の機会】
• 市場の縮小は、消費者⾏動の変化や気候変動規制により、

現在CNの商品ポートフォリオの中で大きな割合を占める商品
の需要が減少し、収益が減少するリスク

• 消費者の嗜好が当社の一般炭の顧客に影響を与え、すべて
の⽯炭輸送が停止した場合、鉄道貨物収⼊が5％損失す
る可能性がある

【新興市場へのアクセスによる収益増加の機会】
• 市場の縮小は、消費者⾏動の変化や気候変動規制により、

現在CNの商品ポートフォリオの中で大きな割合を占める商品
の需要が減少し、収益が減少するリスク

• 消費者の嗜好が当社の一般炭の顧客に影響を与え、すべて
の⽯炭輸送が停止した場合、鉄道貨物収⼊が5％損失す
る可能性がある

 潜在的な財務上の影響額︓最大80億ドル
 機会実現のための推定コスト︓29億ドル

※計算プロセスについては未記載

 潜在的な財務的の影響額︓4〜7億ドル
 推定管理費︓50万ドル

※算定根拠は一部⽰されているが、計算プロセス
については未記載
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【海外開⽰事例: The Dow Chemical Company（アメリカ、素材・建築物）】
複数のシナリオに対して、脱炭素化に向けた段階的アプローチを採⽤しており、事業戦略
がレジリエントであると説明
シナリオについて説明し、いずれのシナリオにおいても事業機会を提供するとして、戦略がレジリエントであると明記している

出所︓Dow Chemical Company ”2021 ENVIRONMENTAL, SOCIAL & GOVERNANCE REPORT”（https://corporate.dow.com/content/dam/corp/documents/about/066-00397-01-2021-esg-report.pdf）

【レジリエンスについて】
• ダウの戦略はレジリエンスである。例えば、2021年には、生産プロセスの脱炭素化（Scope1,2のGHG排出量）に向けた明確な道筋を⽰し、使用済み製

品の生産能⼒をより効率的で低いGHG排出資産に置き換える段階的アプローチを採⽤した。この段階的アプローチにより、IEAのSDSに基づく「持続可能な
開発シナリオ」で想定されているように、2°Cを大きく下回る世界に沿って、Scope1,2のGHG排出量の脱炭素化を達成することが可能になる一方で、「地域的
な競争シナリオ」下で想定される世界観のように、気候変動に対処するために必要な規制枠組みの世界的な採用が遅くなった場合に生じるリスクを軽減すること
ができる。ダウの下流事業にとって、どちらのシナリオも、気候変動の緩和に焦点を当てたものであれ、気候適応に対処する製品であれ、気候変動に関連する
ソリューションを開発する機会を提供している。気候変動のシナリオは、ダウの製造拠点の⻑期的な評価にも組み込まれており、ダウの資本承認プロセスの
重要なインプットとなっている

【レジリエンスについて】
• ダウの戦略はレジリエンスである。例えば、2021年には、生産プロセスの脱炭素化（Scope1,2のGHG排出量）に向けた明確な道筋を⽰し、使用済み製

品の生産能⼒をより効率的で低いGHG排出資産に置き換える段階的アプローチを採⽤した。この段階的アプローチにより、IEAのSDSに基づく「持続可能な
開発シナリオ」で想定されているように、2°Cを大きく下回る世界に沿って、Scope1,2のGHG排出量の脱炭素化を達成することが可能になる一方で、「地域的
な競争シナリオ」下で想定される世界観のように、気候変動に対処するために必要な規制枠組みの世界的な採用が遅くなった場合に生じるリスクを軽減すること
ができる。ダウの下流事業にとって、どちらのシナリオも、気候変動の緩和に焦点を当てたものであれ、気候適応に対処する製品であれ、気候変動に関連する
ソリューションを開発する機会を提供している。気候変動のシナリオは、ダウの製造拠点の⻑期的な評価にも組み込まれており、ダウの資本承認プロセスの
重要なインプットとなっている
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【海外開⽰事例: Ford Motor Company（アメリカ、運輸）】
2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップを開⽰

2050年はカーボンニュートラルに向け、段階的に排出を抑えていくロードマップを策定
• 2024年までに欧州小型商用⾞の全レンジでゼロエミッションの能⼒を獲得
• 2030年までにEV化をグローバル的に50%、米国は50%、EUでは100%
• 2035年SBTi科学に基づく事業および⾞両の排出ガスに関する目標達成
• 2050年までにカーボンニュートラル

出所︓Ford “2022 TCFD Report” （https://corporate.ford.com/content/dam/corporate/us/en-us/documents/reports/tcfd-report.pdf）
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【海外開⽰事例: Freeport-McMoRan Inc（アメリカ、素材・建築物、2/3） 】
シナリオ分析を踏まえた気候変動に関連する対応策として、ICP制度の導⼊事例
が挙げられており、現在および将来の事業計画に関する意思決定と連動している

出所︓ Freeport-McMoRan “2020 Climate Report”（https://fcx.com/sites/fcx/files/documents/sustainability/2020-Climate-Report.pdf ）

【インターナルカーボンプライシング（ICP）の導⼊】
• 背景︓

「チリ、英国、欧州など、カーボンプライシング政策を導入している国・地域で事業を展
開しており、インドネシア政府もカーボンプライシングの取り組みを検討しています。今後
の様々な気候政策のあり方や、世界が様々な政策やイニシアティブを採用するスピード
にもよりますが、私たちのすべての事業地域は、炭素価格制度に備える必要があると
認識しています。」

• ICP設定価格︓
「当社のシナリオ分析での対話を受けて、$50/tCO2から$150/tCO2の間で社
内の炭素価格（シャドープライス）を設定しました。現在の事業と将来のプロジェクト
の両方において、意思決定の重要な材料になると考えています。この価格をビジネスプ
ロセスに組み込み、炭素価格制度が現在の事業や⻑期的な事業計画、将来のプロ
ジェクトに与える潜在的な影響を評価するよう取り組んでいます。」

• 活用事例︓
「第一段階として、社内の鉱山寿命計画に組み込むことを開始しました。次の段階と
して、プロジェクトの評価・承認プロセスにもこの価格帯を組み込む予定です。」

 シナリオ分析の結果を受け、インターナルカーボンプライシング制度（ICP）を導⼊。現在および将来の⻑期的な事業計
画に与える影響を評価し、意思決定に組み込む。今後も外部の気候変動関連政策に従って価格設定を⾒直すことを約束

43 5
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【海外開⽰事例: Freeport-McMoRan Inc（アメリカ、素材・建築物、1/3）】
積極的な気候変動対策（1.5℃）、緩やかな気候変動対策（〜2.5℃）、
現状維持（〜4℃）の3つの独自シナリオを設定し、想定される世界観を詳述

出所︓ Freeport-McMoRan “2020 Climate Report”（https://fcx.com/sites/fcx/files/documents/sustainability/2020-Climate-Report.pdf ）

 移⾏リスク、物理的リスクについて、IEAやIPCC（第5次評価報告書で使⽤されたモデル）のほか、世界銀⾏等が開発
した外部市場分析を使⽤し、独自のシナリオを定性的および定量的に設定

【1.5シナリオ の世界観（例）】
• 参照シナリオ︓IEA（NZEシナリオ）、IPCC（RCP2.6）
• 炭素価格︓先進国では、2030年までに130ドル、2050年

までに250ドルを想定
• 再生可能エネルギー︓2030年には太陽光発電と風⼒発電

が主要な電⼒源となり、2050年には世界の発電量の70%
を供給。2030年までに世界の自動⾞販売の60％、大型ト
ラック販売の50％を電気自動⾞とし、2035年までに内燃機
関自動⾞の新規販売をゼロとする

【1.5シナリオ の世界観（例）】
• 参照シナリオ︓IEA（NZEシナリオ）、IPCC（RCP2.6）
• 炭素価格︓先進国では、2030年までに130ドル、2050年

までに250ドルを想定
• 再生可能エネルギー︓2030年には太陽光発電と風⼒発電

が主要な電⼒源となり、2050年には世界の発電量の70%
を供給。2030年までに世界の自動⾞販売の60％、大型ト
ラック販売の50％を電気自動⾞とし、2035年までに内燃機
関自動⾞の新規販売をゼロとする

GHG排出量減少、移⾏リスクおよび機会が増加

GHG排出量増加、
物理的リスクが増加
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【海外開⽰事例: Newmont Corporation（アメリカ、素材・建築物、1/2）】
IEA STEPS, SDS, NZEシナリオに基づいて独自シナリオを設定し、
IEAの予測や⻑期的なマクロ経済予測等に基づき世界観を詳述

出所︓Newmont Corporation “2021 Climate Report”（https://s24.q4cdn.com/382246808/files/doc_downloads/sustainability/2021-report/2021-Climate-Report.pdf ）

 現在の事業およびプロジェクトのポートフォリオに基づき、2050年までの世界観を定性ならびに定量的に説明
 7つの変数（炭素価格、⾦の価格、原油価格、電気、再⽣可能エネルギー、運輸、エネルギー分野の政策、グリッド排出

係数、世界のGDP、世界の人口）でシナリオの世界観を説明

1111 2222 3333

1111

マクロ経済予測に基づく鉱物の価格

【シナリオ 1 の世界観（例）】
• 炭素価格︓2030年に40ドル/tCO2、2050年に50ドル/tCO2まで上昇
• ⾦価格︓1,500ドル/オンス
• 化⽯燃料価格
 原油︓2020年に77ドル/バレル、2050年に88ドル/バレルに上昇
 天然ガス︓2020年7.7ドル/MBtu、2050年8.3ドル/Mbtu

（EUのコストに基づく）
 一般炭︓2020年67ドル/トン、2050年63ドル/トン

【シナリオ 1 の世界観（例）】
• 炭素価格︓2030年に40ドル/tCO2、2050年に50ドル/tCO2まで上昇
• ⾦価格︓1,500ドル/オンス
• 化⽯燃料価格
 原油︓2020年に77ドル/バレル、2050年に88ドル/バレルに上昇
 天然ガス︓2020年7.7ドル/MBtu、2050年8.3ドル/Mbtu

（EUのコストに基づく）
 一般炭︓2020年67ドル/トン、2050年63ドル/トン

シナリオ 1はIEAのSTEPSシナリオ、
シナリオ 2はIEAのSDSシナリオ、
シナリオ 3はIEAのNZEシナリオに概ね整合
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【海外開⽰事例: Freeport-McMoRan Inc（アメリカ、素材・建築物、3/3） 】
2050年カーボンニュートラル達成目標を掲げ、排出係数の削減による2030年までの
排出量削減目標を提⽰し、設備の電化やエネルギー効率を通じた削減経路を⽰す

出所︓ Freeport-McMoRan “2020 Climate Report”（https://fcx.com/sites/fcx/files/documents/sustainability/2020-Climate-Report.pdf ）

 脱炭素に向けた削減経路を⽰し、シナリオ分析の⽅向性についても言及している。今後は2021年のシナリオ分析によって
特定された5つの主要なリスクと機会（規制、市場、技術、物理的リスク、市場機会）に関連する分析の⾼度化を予定

【2050年ネットゼロに向けた削減経路】
• 「世界の脱炭素社会実現に向けた銅の重要性に加え、銅のリユース・リサイクルを含む

循環型経済の枠組みを推進しながら、2022年にかけて、ICAと協⼒し、銅の脱炭
素化ロードマップとそれに関連するカーボンフットプリント⼿法を開発する予定」

• 「当社の気候戦略は、新しい技術や情報が利⽤可能になるにつれて進化し、適応す
る必要があるが、当社の現在の戦略と特定した脱炭素化経路は、2030年のGHG
排出強度削減目標を達成し、将来的にさらなる削減を達成するために必要な作業
の基礎となると考えています。」
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【海外開⽰事例: J Sainsbury Plc（イギリス、農業・⾷糧・林業製品）】
1.5°Cおよび4°Cシナリオで特定された各リスク・機会に対して、対応策を講じた場合
と何もしなかった場合の収益へのインパクトを、各リスク・機会において開⽰している

 計算⽅法を説明しつつ、1.5℃・４℃シナリオで特定された2030、2050
年のリスクに対して、対応策を講じた場合と何もしなかった場合の収益への
インパクトを提⽰
• 例︓GHG排出が高い動物性プロテインの需要が変化するリスクによる事業インパクト
 対応しなかった場合︓2030年時点で3億〜3.5億ユーロの収益減が想定される
 対応した場合︓全体的に機会となる

出所︓J Sainsbury Plc “Annual Report and Financial Statements 2022”（https://www.about.sainsburys.co.uk/~/media/Files/S/Sainsburys/documents/reports-and-presentations/annual-reports/sainsburys-ar2022.pdf ）
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【海外開⽰事例: Newmont Corporation（アメリカ、素材・建築物、2/2）】
2050年までにカーボンニュートラルを達成する目標を掲げ、移⾏経路を⽰す

出所︓Newmont Corporation “2021 Climate Report”（https://s24.q4cdn.com/382246808/files/doc_downloads/sustainability/2021-report/2021-Climate-Report.pdf ）

 まず商業的に利⽤可能な技術の導⼊に注⼒し、既存事業の脱炭素化を推進する予定。技術開発戦略やスケジュールにつ
いて、合弁パートナーとの連携を図り、資本プロジェクトの技術ロードマップを作成することで、カーボンニュートラルな鉱山
の建設を⽀援する新技術を特定し、プロジェクトパイプラインをカーボンニュートラルに再定義する
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【海外開⽰事例: Eaton Corporation plc（アメリカ、電機・機械・通信、1/3）】
IEAやIPCCなどの外部データを参照しながら、1.5℃を含む独自シナリオを設定。
各シナリオでは、外部の技術動向や政府の規制などについて世界観を詳述

出所︓ Eaton “2022 TCFD Report”（https://www.eaton.com/content/dam/eaton/company/sustainability/files/eaton-tcfd-disclosure.pdf ）

 IEA SDS, NZEシナリオを基に、外部の技術動向や規
制の度合いに応じて、4つの独自シナリオを設定

 「規制・政策」、「技術動向」、「社会的・政治的背景」、
「経済」、「エネルギー価格」、「ビジネス環境」について
シナリオ毎に世界観を詳述

1111 3333

2222 4444

【シナリオ 1 の世界観（例）】
• 規制・政策

- 政府の強⼒な市場介入は制限される
• 技術動向

- 消費者向けデジタル技術の拡大
- 仮想現実、スマートデバイス、ロボットの飛躍的
な成⻑
- 5Gの普及
- 低炭素バイオ燃料、水素航空燃料の登場

• 社会的・政治的背景
- 若い世代のテクノロジー志向が継続
- デジタルデバイドの拡大により所得格差が拡大
- クラウドソーシングを活用した社会運動が活発化
- 都市コミュニティの取り組みが、都市型庭園、⾞
両シェアリング、コミュニティ・ソーラーなど持続可能
な社会を実現する

• 経済
- GDPの上昇
- キャッシュレスとブロックチェーンの進展

【シナリオ 1 の世界観（例）】
• 規制・政策

- 政府の強⼒な市場介入は制限される
• 技術動向

- 消費者向けデジタル技術の拡大
- 仮想現実、スマートデバイス、ロボットの飛躍的
な成⻑
- 5Gの普及
- 低炭素バイオ燃料、水素航空燃料の登場

• 社会的・政治的背景
- 若い世代のテクノロジー志向が継続
- デジタルデバイドの拡大により所得格差が拡大
- クラウドソーシングを活用した社会運動が活発化
- 都市コミュニティの取り組みが、都市型庭園、⾞
両シェアリング、コミュニティ・ソーラーなど持続可能
な社会を実現する

• 経済
- GDPの上昇
- キャッシュレスとブロックチェーンの進展

1. 政府の規制やインセンティブを抑えながら、高い技術革新による低炭素化技術を
リードする企業が脱炭素化の主役となる

2. 技術革新のレベルが低く、政府の規制やインセンティブが低い。企業は、消費削減
を中⼼とした地域的な取り組みによって、気候変動対策を⾏う

3. 技術革新のレベルが高く、政府の規制とインセンティブが高い。政府は、カーボン・プ
ライシングや技術革新へのインセンティブ強化など、強⼒な政策⾏動をとる。企業
は、政府の指⽰にしたがって、高い技術⼒を持つソリューションや電化の拡大に投
資する

4. 技術革新のレベルが低く、政府の規制とインセンティブが高い。脱炭素化を推進す
るため、エネルギー市場に政府が強⼒に介入する。カーボンプライシングと高いエネ
ルギーコストは社会不安を引き起こす

1. 政府の規制やインセンティブを抑えながら、高い技術革新による低炭素化技術を
リードする企業が脱炭素化の主役となる

2. 技術革新のレベルが低く、政府の規制やインセンティブが低い。企業は、消費削減
を中⼼とした地域的な取り組みによって、気候変動対策を⾏う

3. 技術革新のレベルが高く、政府の規制とインセンティブが高い。政府は、カーボン・プ
ライシングや技術革新へのインセンティブ強化など、強⼒な政策⾏動をとる。企業
は、政府の指⽰にしたがって、高い技術⼒を持つソリューションや電化の拡大に投
資する

4. 技術革新のレベルが低く、政府の規制とインセンティブが高い。脱炭素化を推進す
るため、エネルギー市場に政府が強⼒に介入する。カーボンプライシングと高いエネ
ルギーコストは社会不安を引き起こす
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【海外開⽰事例: Mondi Group（イギリス、農業・⾷糧・林業製品）】
リスク・機会に対して、EBITDAで事業インパクト評価を実施

 リスク・機会に対してEBITDAで財務インパクト、影響
期間、各シナリオでの感度を評価

リスク・機会
• 物理的リスク

 南アフリカのプランテーションの
収量損失

 降水量の慢性的な変化
 木材調達コストの上昇
 洪水の危険性

• 移⾏リスク
 GHG規制の変更 (純影響)
 エネルギー供給コスト
 顧客の⾏動変化

• 機会
 副産物の販売
 エネルギー効率化による運

用コスト削減
 顧客の⾏動変化

リスク・機会
• 物理的リスク

 南アフリカのプランテーションの
収量損失

 降水量の慢性的な変化
 木材調達コストの上昇
 洪水の危険性

• 移⾏リスク
 GHG規制の変更 (純影響)
 エネルギー供給コスト
 顧客の⾏動変化

• 機会
 副産物の販売
 エネルギー効率化による運

用コスト削減
 顧客の⾏動変化

 各リスク・機会の自社に対する影響、
対応策について記載

出所︓Mondi Group “Integrated report and financial statements 2021”（https://www.mondigroup.com/media/15141/mondi-group-integrated-report-blackpluswhite-version-2021.pdf ）
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【海外開⽰事例: Eaton Corporation plc（アメリカ、電機・機械・通信、3/3）】
2030年までにカーボンニュートラル達成を掲げ、移⾏計画を⽰す

出所︓ Eaton “2022 TCFD Report”（https://www.eaton.com/content/dam/eaton/company/sustainability/files/eaton-tcfd-disclosure.pdf ）

 製造効率や、代替ソリューションの導⼊、再⽣可能エネルギー、グリーン・フリート（販売、サービス、その他の業務⽤⾞両
に電気自動⾞、充電インフラ、より効率的な⾞両を配備）、電化と燃料転換（可能な限り持続可能な燃料源に切り替え、
難しい場合は、再⽣可能エネルギーでプロセスを電化）、カーボンオフセット等によりカーボンニュートラルを実現する計画を
⽰す

 今後のシナリオ分析の実施についても、「気候科学と気候変動の緩和や適応に対する世界の対応は急速に進化しているた
め、2〜3年ごとの間隔で定期的にシナリオ分析を実施する」と、シナリオ分析の今後の進め⽅についても言及
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【海外開⽰事例: Eaton Corporation plc（アメリカ、電機・機械・通信、2/3）】
シナリオ分析を踏まえ、気候変動関連リスクの低減と機会獲得による
企業価値向上に寄与するための具体的な対応策が、事業戦略と統合されている

出所︓ Eaton “2022 TCFD Report”（https://www.eaton.com/content/dam/eaton/company/sustainability/files/eaton-tcfd-disclosure.pdf ）

 気候関連リスクの低減と機会獲得に向けて、エネルギー
需要の削減とエネルギー供給のグリーン化の両⽅の取
り組みについて具体的な対応策を記載

 シナリオ分析の実施結果が、投資や買収などの財務計
画に統合されている

【買収と売却 – 財務計画】
• 気候変動の機会により、今後5年間で8-10%のEPS成⻑率を追加で

提供することができるとした上で、環境に優しいソリューションを提供する企
業への投資や買収に関する2021年の状況について記載
（例）
- 電気自動⾞充電用ハードウェアと関連ソフトウェアの設計・製造大手で
あるグリーン・モーション社を買収。既存のエネルギー貯蔵と配電の提供を
補完し、電気自動⾞への世界的なエネルギー移⾏とともに成⻑するための
位置づけとなる
- 2021年8月、英国とフィンランドを拠点とするグリッド技術企業のリアク
ティブ・テクノロジーズ社に戦略的投資を⾏った

【買収と売却 – 財務計画】
• 気候変動の機会により、今後5年間で8-10%のEPS成⻑率を追加で

提供することができるとした上で、環境に優しいソリューションを提供する企
業への投資や買収に関する2021年の状況について記載
（例）
- 電気自動⾞充電用ハードウェアと関連ソフトウェアの設計・製造大手で
あるグリーン・モーション社を買収。既存のエネルギー貯蔵と配電の提供を
補完し、電気自動⾞への世界的なエネルギー移⾏とともに成⻑するための
位置づけとなる
- 2021年8月、英国とフィンランドを拠点とするグリッド技術企業のリアク
ティブ・テクノロジーズ社に戦略的投資を⾏った

【気候変動に伴う移⾏リスクの軽減】
• 2020年以降、当社のポジティブ・インパクト・フレームワークに沿っ

た研究開発に5億2800万ドルを投資してきた。排出量を削減し、
電化とグリッド管理を可能にする製品を含む、より持続可能なソ
リューションに特化した研究開発に2020年から2030年の間に
30億ドルを投資することを約束しており、オングリッドとオフグリッド両
方の再生可能エネルギーの取り組みをより大きく⽀援することになる

【気候変動に伴う移⾏リスクの軽減】
• 2020年以降、当社のポジティブ・インパクト・フレームワークに沿っ

た研究開発に5億2800万ドルを投資してきた。排出量を削減し、
電化とグリッド管理を可能にする製品を含む、より持続可能なソ
リューションに特化した研究開発に2020年から2030年の間に
30億ドルを投資することを約束しており、オングリッドとオフグリッド両
方の再生可能エネルギーの取り組みをより大きく⽀援することになる
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【海外開⽰事例: Burberry Group PLC（イギリス、一般消費財・製薬 ）】
>4°C、2°C-3°C、1.5°Cシナリオにおける事業インパクトを評価

各リスクに対応しなかった際の収益に対す
る影響を低・中・⾼で⽰している
• 低︓<1m-25m ユーロ
• 中︓25-125mユーロ
• 高︓125m-250mユーロ

以下の主要リスクに対して>4℃、2℃-
3℃、1.5℃のシナリオでの財務インパク
トを提⽰
• 物理的リスク
• 規制の変化
• 市場の変化
• 評判の変化
• 負債

【市場に対してのリスクの記載例】
• 市場リスクをどのようにモデル化したか︓より持続可能で炭素集約度の低い製品への消費者の嗜好の

変化が、製品の需要にどのように影響するかを定量化した
• 機会をどのように考えてきたか︓我々のシナリオモデルでは、緩和措置が取られないことを前提としてい

るが、より持続可能な低影響材料への移⾏にコミットしている。持続可能性は当社の製品戦略の中
⼼であり、有機繊維、再生繊維、リサイクル繊維の需要の増加に対応できる⽴場にある

• 主要な前提︓バーバリー製品に対する消費者感情は、原材料の調達、生産、流通におけるカーボン
フットプリントに関連していると想定される。シナリオ分析は、バーバリーの過去の製品ポートフォリオに
基づいている。消費者の嗜好の変化が営業利益率などにどのような影響を与えるかを検討しており、
現在のコスト構造に沿って評価されている

出所︓Burberry Group PLC “Annual Report 2021/22”（https://www.burberryplc.com/content/dam/burberry/corporate/oar/2022/pdfs/Burberry_2021-22_Annual_Report.pdf ）
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【海外開⽰事例: Schneider Electric SE（フランス、電機・機械・通信 ）】
2050年までの1.5°Cに沿ったロードマップや具体的な対応策について開⽰

1.5℃シナリオに沿ったロードマップを⽰し、対応策を記載
• 2025年︓カーボンニュートラルオペレーション
• 2030年︓CO2オペレーション
• 2040年︓バリューチェーンと製品のカーボンニュートラル
• 2050年︓サプライチェーンネットゼロ

出所︓Schneider Electric “2021 Universal Registration Document Financial and Sustainable Development Report”
（https://www.se.com/ww/en/assets/564/document/319364/2021-universal-registration-document.pdf ）

【今後の戦略】
• 2025年までにZero-CO2拠点150カ所を達成する
• 代替技術を2025年までに提案する
• 2025年までに電⼒の90％を再生可能エネルギーでまかな

い、2030年までに100％をまかなう
• 2025年までに事業所のエネルギー効率を15％向上させ、

2030年までにエネルギー生産性を2005年比2倍にする
• 2025年までに社有⾞の3分の1を電気自動⾞に切り替え、

2030年までに100%にする

【今後の戦略】
• 2025年までにZero-CO2拠点150カ所を達成する
• 代替技術を2025年までに提案する
• 2025年までに電⼒の90％を再生可能エネルギーでまかな

い、2030年までに100％をまかなう
• 2025年までに事業所のエネルギー効率を15％向上させ、

2030年までにエネルギー生産性を2005年比2倍にする
• 2025年までに社有⾞の3分の1を電気自動⾞に切り替え、

2030年までに100%にする
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【海外開⽰事例: Unilever plc（イギリス、素材・建築物）】
1.5℃、2℃、4℃でシナリオ分析を実施し、1.5℃では2種類の独自シナリオを使⽤。
2030年、2039年、2050年に対して幅広く事業インパクトを算定している

1.5℃、2℃、4℃でシナリオ分析を⾏っており、1.5℃では2種類の独自シナリ
オを使⽤している
• Proactive Routeでは、現時点から規制が徐々に強化され、既存のテクノロジーに頼る
• Reactive Routeでは、2030年から急速に規制強化が進み、将来のテクノロジーに頼る

主要な1.5℃シナリオのリスク・機会に関しては、2030、2039、2050の事業
インパクトを評価・開⽰し、計算の根拠・前提も記載
• 主要なリスク・機会︓
 炭素税と自主的な炭素除去費用による影響
 ⼟地利用規制による⾷用作物生産量への影響
 サプライヤーや製造業のエネルギー価格上昇による影響
 水不⾜が作物収量に与える影響
 異常気象（平均気温の上昇）が作物の収量に与える影響
 植物性⾷品部門の成⻑

出所︓Unilever “Annual Report and Accounts 2021”
（https://www.unilever.com/files/92ui5egz/production/e582e46a7f7170fd10be32cf65113b738f19f0c2.pdf ）
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